
徳島県浄化槽事務取扱要領 新旧対照表 

（傍線部分は改正部分） 

改正案 現行（R6） 

  

（目  的） 

第１条 この要領は、徳島県浄化槽取扱要綱第６条の規定に基づき、浄化槽に関する

事務の手続について必要な事項を定めるものとする。 

 

（設置手続） 

第２条 浄化槽法（昭和５８年法律第４３号。以下「法」という。）第５条第１項本

文の規定に該当する場合においては、様式１又は様式２による届出書を徳島県環

境保全室長又は保健所長（以下「環境保全室長等」という。）及び環境保全室長等

を経由して特定行政庁に提出しなければならない。ただし、届出指導により設置後

に届出を行う場合においては、様式１－２による届出書を提出するものとする。 

 

２ 法第５条第１項ただし書の規定に該当する場合においては、次に定めるところ

による。 

（１）建築主は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項の規定に基

づく確認の申請（以下「確認申請」という。）又は同法第１８条第２項の規定に

基づく計画を通知（以下「計画通知」という。）するに際し、様式３による計画

書を環境保全室長等及び環境保全室長等を経由して建築主事等に提出するもの

とする。 

（２）前号において計画書を提出した者は、当該確認申請又は計画通知が受理された

後において、浄化槽の構造又は規模の変更をしようとする場合は、当該浄化槽工

事に着手する日の２１日（法第１３条の規定による国土交通大臣の認定を受け

た浄化槽にあっては１０日）前までに様式４による変更計画書を前号に準じて

提出するものとする。 

（３）環境保全室長等は、前２号の規定に基づく計画を受理したときは、その内容に

ついて生活環境の保全及び公衆衛生上の見地から審査し、意見があるときは、そ
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第１条 この要領は、徳島県浄化槽取扱要綱第６条の規定に基づき、浄化槽に関する

事務の手続について必要な事項を定めるものとする。 

 

（設置手続） 

第２条 浄化槽法（昭和５８年法律第４３号。以下「法」という。）第５条第１項本

文の規定に該当する場合においては、様式１又は様式２による届出書を徳島県総

合県民局長又は東部保健福祉局長（以下「総合県民局長等」という。）及び総合県

民局長等を経由して特定行政庁に提出しなければならない。ただし、届出指導によ

り設置後に届出を行う場合においては、様式１－２による届出書を提出するもの

とする。 

２ 法第５条第１項ただし書の規定に該当する場合においては、次に定めるところ

による。 

（１）建築主は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項の規定に基

づく確認の申請（以下「確認申請」という。）又は同法第１８条第２項の規定に

基づく計画を通知（以下「計画通知」という。）するに際し、様式３による計画

書を総合県民局長等及び総合県民局長等を経由して建築主事 に提出するもの

とする。 

（２）前号において計画書を提出した者は、当該確認申請又は計画通知が受理された

後において、浄化槽の構造若しくは規模の変更をしようとする場合は、当該浄化

槽工事に着手する日の２１日（法第１３条の規定による国土交通大臣の認定を

受けた浄化槽にあっては１０日）前までに様式４による変更計画書を前号に準

じて提出するものとする。 

（３）総合県民局長等は、前２号の規定に基づく計画を受理したときは、その内容に

ついて生活環境の保全及び公衆衛生上の見地から審査し、意見があるときは、そ



の旨を建築主事等に通知するものとする。 

３ 前項の規定は、建築主が浄化槽によらない方法で確認等を受け、当該工事期間内

に浄化槽を設置することとなった場合において準用する。  

４ 前３項の規定に基づく届出書又は計画書を提出する場合においては、次に定め

るところによる。 

（１）届出書又は計画書の提出に併せて、様式１８－１又は様式１８－２による浄化

槽維持管理標準契約書（以下「標準契約書」という。）の写しを環境保全室長等

に提出するとともに、公益社団法人徳島県環境技術センター（以下「環境技術セ

ンター」という。）会長に法第７条検査及び法第１１条検査（初回分）に係る検

査料を事前に納付するものとする。ただし、標準契約書によらない場合は、様式

２１又は様式２２による誓約書を環境保全室長等に提出するとともに、法第７

条及び第１１条に基づく水質検査に関する契約書を環境技術センター会長に提

出し、本号本文で規定する検査料を事前に納付するものとする。 

（２）届出書又は計画書等を提出しようとする者で、別に定める「一戸建て住宅に設

置する屎尿浄化槽の処理対象人員算定基準のただし書に係る取扱い（緩和措置）

について」に基づき算定人員を減じる場合は、別紙１による一戸建て住宅に設置

する屎尿浄化槽の処理対象人員算定における緩和措置の適用願いを環境保全室

長等及び環境保全室長等を経由して特定行政庁に提出するものとする。 

５ 届出書又は計画書を提出しようとする者は、公共用水域の水質保全のため浄化

槽の機能を正常に維持することを目的として、基礎的な知識を習得するために県

又は指定検査機関が行う講習会を受けるものとする。 

 

（受理の通知） 

第３条 環境保全室長等は、前条の規定に基づく届出書又は計画書を受理したとき

は、様式５による受理通知書を交付するものとする。 

 

（構造・規模以外の変更） 

第４条 第２条の規定に基づき届出書又は計画書を提出した者若しくは浄化槽管理

者は、当該届出書又は計画書に係る事項のうち、構造又は規模以外の事項に変更

の旨を建築主事 に通知するものとする。 

３ 前項の規定は、建築主が浄化槽によらない方法で確認等を受け、当該工事期間内

に浄化槽を設置することとなった場合において準用する。 

４ 前３項の規定に基づく届出書又は計画書を提出する場合においては、次に定め

るところによる。 

（１）届出書又は計画書の提出に併せて、様式１８－１又は様式１８－２による浄化

槽維持管理標準契約書（以下「標準契約書」という。）の写しを総合県民局長等

に提出するとともに、公益社団法人徳島県環境技術センター（以下「環境技術セ

ンター」という。）会長に法第７条検査及び法第１１条検査（初回分）に係る検

査料を事前に納付するものとする。ただし、標準契約書によらない場合は、様式

２１又は様式２２による誓約書を総合県民局長等に提出するとともに、法第７

条及び第１１条に基づく水質検査に関する契約書を環境技術センター会長に提

出し、本号本文で規定する検査料を事前に納付するものとする。 

（２）届出書又は計画書等を提出しようとする者で、別に定める「一戸建て住宅に設

置する屎尿浄化槽の処理対象人員算定基準のただし書に係る取扱い（緩和措置）

について」に基づき算定人員を減じる場合は、別紙１による一戸建て住宅に設置

する屎尿浄化槽の処理対象人員算定における緩和措置の適用願いを総合県民局

長等及び総合県民局長等を経由して特定行政庁に提出するものとする。 

５ 届出書又は計画書を提出しようとする者は、公共用水域の水質保全のため浄化

槽の機能を正常に維持することを目的として、基礎的な知識を習得するために県

又は指定検査機関が行う講習会を受けるものとする。 

 

（受理の通知） 

第３条 総合県民局長等は、前条の規定に基づく届出書又は計画書を受理したとき

は 様式５による受理通知書を交付するものとする。 

 

（構造・規模以外の変更） 

第４条 第２条の規定に基づき届出等を行った者は、浄化槽工事が完了するまでの

間において、当該届出等に係る事項のうち、構造若しくは規模以外の事項に変更



等が生じた場合においては、様式６による記載事項変更（訂正）届出書を環境保

全室長等及び環境保全室長等を経由して建築主事等に提出するものとする。ただ

し、法に基づく水質に関する検査を受検した浄化槽であって「当該浄化槽におい

て処理するし尿等を排出する建築物の用途及び延べ面積」及び「処理対象人員及

び算定根拠」のいずれにも該当しない変更等については、建築主事等への提出を

要しない。 

（削除） 

 

２ 前項の届出書には、必要に応じ変更事実を証する書面を添付するものとし、併せ

て当該変更等に伴う委託変更契約書の写し又は誓約書を提出するものとする。 

 

 

（施工の確認） 

第５条 浄化槽工事業者は、浄化槽工事が完了したときは、様式７により当該浄化槽

設置者に通知するとともに、当該工事が完了した日から７日以内に、様式８による

報告書を環境保全室長等（第２条第２項第１号及び第２号による場合を除く。）に

提出するものとする。 

２ 浄化槽工事業者は、徳島県浄化槽構造審査事務取扱要領により審査を受けた浄

化槽の工事が完了したときは、当該工事が完了した日から４日以内に、様式９によ

る施工状況報告書を特定行政庁に提出するものとする。 

 

（休止届、再開届、廃止届） 

第６条 法第１１条の２の規定による休止の届出は様式１０－１による届出書を、

再開の届出は様式１０－２による届出書を、法第１１条の３の規定による廃止の

届出は様式１０－３による届出書を、浄化槽設置届出等の取り下げをしようとす

る者は、様式１０－４による届出書を環境保全室長等に提出しなければなない。 

 

（様式の指定） 

第７条 法第１０条の２各項に規定する報告書の様式は、次のとおりとする。 

等が生じた場合においては、様式６による    変更（訂正）届出書を総合県

民局長等及び総合県民局長等を経由して建築主事 に提出するものとする。 

 

 

 

 

２ 浄化槽工事が完了した後において、前項の規定に該当する変更等が生じた場合

は、浄化槽管理者が届け出るものとする。 

３ 前２項の場合における届出書には、必要に応じ変更事実を証する書面を添付す

るものとし、併せて第１項の規定に該当する変更等に伴う委託変更契約書の写し

又は誓約書を提出するものとする。 

 

（施工の確認） 

第５条 浄化槽工事業者は、浄化槽工事が完了したときは、様式７により当該浄化槽

設置者に通知するとともに、当該工事が完了した日から７日以内に、様式８による

報告書を総合県民局長等（第２条第２項第１号及び第２号による場合を除く。）に

提出するものとする。 

２ 浄化槽工事業者は、徳島県浄化槽構造審査事務取扱要領により審査を受けた浄

化槽の工事が完了したときは、当該工事が完了した日から４日以内に、様式９によ

る施工状況報告書を特定行政庁に提出するものとする。 

 

（休止届、再開届、廃止届） 

第６条 法第１１条の２の規定による休止の届出は様式１０－１による届出書を、

再開の届出は様式１０－２による届出書を、法第１１条の３の規定による廃止の

届出は様式１０－３による届出書を、浄化槽設置届出等の取り下げをしようとす

る者は、様式１０－４による届出書を総合県民局長等に提出しなければなない。 

 

（様式の指定） 

第７条 法第１０条の２各項に規定する報告書の様式は、次のとおりとする。 



ア 浄化槽使用開始報告書・・・・・・・・様式１１ 

イ 技術管理者変更報告書・・・・・・・・様式１２ 

ウ 浄化槽管理者変更報告書・・・・・・・様式１３ 

２ 環境省関係浄化槽法施行規則（昭和５９年厚生省令第１７号）第５条第２項に規

定する記録票の様式は、次のとおりとする。ただし、県が認める場合は、他の様式

によることができる。 

ア 保守点検記録票（合併）・・・・・・・様式１９－１ 

イ 保守点検記録票（単独）・・・・・・・様式１９－２ 

ウ 清掃記録票（合併）・・・・・・・・・様式２０－１ 

エ 清掃記録票（単独）・・・・・・・・・様式２０－２ 

 

（浄化槽台帳の作成） 

第８条 県及び環境技術センターは、「浄化槽台帳システムの共同利用に関する協定

書」に基づき、台帳システムを作成するものとする。 

２ 県は、浄化槽の設置及び維持管理に関する情報を収集し、環境技術センターは、

この情報に自ら収集した情報を加え、遅滞なく台帳システムの情報を更新するも

のとする。 

３ 県は、保守点検及び清掃の実施状況に関する情報について、浄化槽保守点検業者

及び浄化槽清掃業者に提供を求めるものとする。 

 

（削除） 

 

 

 

（立入検査） 

第９条 環境保全室長等は、立入検査に基づき文書による指導を要すると認められ

る場合は、必要に応じて様式１５の検査指導通知により行うものとし、さらに勧告

又は施設の改善を命ずる場合は、様式１６又は様式１７により行うものとする。 

 

イ 浄化槽使用開始報告書・・・・・・・・様式１１ 

ロ 技術管理者変更報告書・・・・・・・・様式１２ 

ハ 浄化槽管理者変更報告書・・・・・・・様式１３ 

２ 環境省関係浄化槽法施行規則（昭和５９年厚生省令第１７号）第５条第２項に規

定する記録票の様式は、次のとおりとする。ただし、県が認める場合は、他の様式

によることができる。 

イ 保守点検記録票(合併)・・・・・・・・様式１９－１ 

ロ 保守点検記録票(単独)・・・・・・・・様式１９－２ 

ハ 清掃記録票(合併)・・・・・・・・・・様式２０－１ 

ニ 清掃記録票(単独)・・・・・・・・・・様式２０－２ 

 

（浄化槽台帳の作成） 

第８条 県及び環境技術センターは、「浄化槽台帳システムの共同利用に関する協定

書」に基づき、台帳システムを作成するものとする。 

２ 県は、浄化槽の設置及び維持管理に関する情報を収集し、環境技術センターは、

この情報に自ら収集した情報を加え，遅滞なく台帳システムの情報を更新するも

のとする。 

３ 県は、保守点検及び清掃の実施状況に関する情報について、浄化槽保守点検業者

及び浄化槽清掃業者に提供を求めるものとする。 

 

（市町村長への通知） 

第９条 県は、各年度末までに更新された浄化槽台帳情報について、翌年度の４月末

までに関係市町村長に送付するものとする。 

 

（立入検査） 

第１０条 総合県民局長等は、立入検査に基づき文書による指導を要すると認めら

れる場合は、必要に応じて様式１５の検査指導通知により行うものとし、さらに勧

告又は施設の改善を命ずる場合は、様式１６又は様式１７により行うものとする 

 



附  則 
（施行期日） 
１ この要領は、昭和６２年４月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成９年４月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成１２年４月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成１３年１月６日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成１５年４月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成１６年４月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成１７年４月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成１８年２月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成１９年３月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成２３年４月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成２３年７月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成２４年４月１日から施行する。ただし、第２条第４項に規定す
る標準契約書を提出できない場合は、平成２４年５月末までの間、別に定める「浄
化槽維持管理標準契約書に関する誓約書」を提出するものとする。  
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成２７年１１月２日から施行する。 

附  則 
（施行期日） 
１ この要領は、昭和６２年４月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成９年４月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成１２年４月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成１３年１月６日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成１５年４月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成１６年４月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成１７年４月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成１８年２月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成１９年３月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成２３年４月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成２３年７月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成２４年４月１日から施行する。ただし、第２条第４項に規定す
る標準契約書を提出できない場合は、平成２４年５月末までの間、別に定める「浄
化槽維持管理標準契約書に関する誓約書」を提出するものとする。  
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成２７年１１月２日から施行する。 



附  則 
（施行期日） 
１ この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、令和元年７月１６日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、令和２年４月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、令和３年４月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、令和４年４月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、令和６年１月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、令和８年４月１日から施行する。 
（経過措置） 
２ この要領の施行の際現にある改正前の要領の様式（様式１８－１及び様式１８
－２を除く）による用紙については、令和８年９月 30日まで使用することができ
る。 

３ 改正後の様式１８－１又は様式１８－２に相当する改正前の様式１８－１又は
様式１８－２による用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。 

附  則 
（施行期日） 
１ この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、令和元年７月１６日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、令和２年４月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、令和３年４月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、令和４年４月１日から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
１ この要領は、令和６年１月１日から施行する。 
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